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第１章 計画策定の目的等

１ 策定の目的

食品衛生監視指導については、食品衛生法第２４条の規定により、都道府県等が毎年

度、地域の実情等を踏まえた食品衛生監視指導計画を定め、重点的、効率的かつ効果的

な監視指導を推進することとされています。

本県では、平成１５年１２月に全国に先駆けて岐阜県食品安全基本条例を制定し、こ

の条例に基づいて、岐阜県食品安全行動基本計画を定め、食品の安全性の確保と県民の

食品に対する安心感の向上に関する目標、施策の方向等を示しています。

岐阜県食品衛生監視指導計画は、これらの目標、施策の方向等に従い、消費者の安全

を第一とする姿勢のもと、平成１６年度から年度ごとに策定し、その実施結果について

公表を行っています。

昨年は、全国各地で、調味液の浸透、結着等の加工処理を行った食肉による腸管出血

性大腸菌Ｏ１５７食中毒が発生しました。また、依然として、期限表示の改ざん等の偽

装表示事案が発生するなど、消費者の食品に対する信頼が大きく損なわれています。

このため、平成２２年度計画では広域に流通する食品の製造施設に対する監視指導、

適正な食品表示の徹底、食肉の安全確保等について特に重点的に取り組みます。

２ 計画の期間等

本計画の期間は、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日の１年間とします。

ただし、大規模又は緊急的な食品関連事故が発生した場合は、本計画について、必要に

応じ適宜見直しを行います。
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第２章 監視指導等の基本的事項

１ 基本的事項

(1) 計画の対象

本計画は、県立保健所の管内を対象地域とします。

ただし、本計画に基づく監視指導の実施にあたっては、中核市として独自に保健所

を設置している岐阜市との情報の共有化、基本的な指導方針の策定等の連携を図りま

す。

① 監視指導の対象

・「食品衛生法」（以下「法」という。）に基づく営業許可施設及び事業者

・「岐阜県食品衛生条例」（以下「条例」という。）に基づく営業許可施設及び事業者

・法及び条例に基づく営業許可施設以外の食品取扱施設及び事業者

・「と畜場法」に基づくと畜場及びと畜業者

・「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律」に基づく食鳥処理場及び食鳥

処理業者

② 啓発の対象

・消費者

・事業者

(2) 実施機関、人員

健康福祉部生活衛生課、保健所及びセンター、食肉衛生検査所、保健環境研究所が

各々の責務を果たすとともに、国及び他部局関係課と連携し、一体となって食品の安

全確保及び食品に対する県民の安心感の向上に取り組んでいきます。また、適切に業

務が遂行できるよう食品衛生監視員、と畜検査員等の人員の適正な配置に努めるもの

とします。

① 監視指導実施機関の役割

○ 保健所及びセンター

・法及び条例に基づく営業許可施設の監視指導

・法及び条例に基づく営業許可施設以外の食品取扱施設の監視指導

・食品等事業者に対する情報提供及び衛生講習会の開催

・食品営業施設における自主管理の促進

・違反食品、苦情食品等の不良食品に係る調査、指導

・食中毒（疑いを含む。）に係る調査、指導

・と畜検査及び食鳥検査の実施

・と畜場及び食鳥処理場の監視指導

・消費者に対する食品衛生知識の普及啓発及び情報提供
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○ 食肉衛生検査所

・と畜検査及び食鳥検査の実施

・と畜場及び食鳥処理場の監視指導

② 試験検査実施機関の役割

○ 保健所及びセンター

・収去検体の採取及び検査※

・違反食品、苦情食品等の不良食品に係る検体の採取及び検査※

・食中毒（疑いを含む。）に係る検体の採取及び検査※

※検査については、試験検査担当を置く保健所で実施

○ 食肉衛生検査所

・収去検体の採取及び検査

○ 保健環境研究所

・収去検体の検査

・食中毒（疑いを含む。）に係る確認検査

・苦情食品等に係る検体の検査

【収 去】

食品衛生法に基づき、食品衛生監視員が、食品の成分規格等に適合していることを確認

するため、製造施設や販売施設から食品などを採取することです。

(3) 国や他自治体との連携

大規模又は広域的な食中毒等が発生した場合や健康食品による健康被害が発生した

場合、輸入食品に係る違反事例が発見された場合等、厚生労働省、消費者庁、他自治

体との連携が必要な際には、情報の提供や収集に努め、連絡を密にし、適正に対応す

るものとします。特に隣接する自治体との連携体制を確保します。

総合衛生管理製造過程（ＨＡＣＣＰ）の承認施設への監視指導に際しては、必要

に応じ東海北陸厚生局と連携して実施します。

【ＨＡＣＣＰ】

米国のＮＡＳＡが安全な宇宙食を供給するために開発した衛生管理システムを Hazard An

alysis Critical Control Pointシステムといい、一般的にはＨＡＣＣＰ（危害分析重要管

理点）システムと呼ばれています。

これまでのように最終製品の一部を抜き取り検査して製品全体が安全基準に適合している

かどうかを判断する方法ではなく、製造工程の要所要所で異常がないか全ての製品を連続的

に確認するため、より信頼性の高い安全性確認のシステムといえます。
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(4) 関連部間の連携

平成２０年度に策定した「岐阜県食品安全行動基本計画（第２期）」に基づいて、

庁内関連部が連携し、県内で生産、流通又は消費される食品の横断的な安全確保に努

めます。

特に、残留農薬や残留動物用医薬品等については、関係部間の連携を強化し、情

報の提供や収集に努め、生産段階からの安全確保を図ります。

また、食品の表示に係る監視指導については、「農林物資の規格化及び品質表示の

適正化に関する法律」、「不当景品類及び不当表示防止法」、「健康増進法」、「薬事法」

を所管する機関と連携し実施します。

(5) 外部関係団体との連携

食品営業者で構成され、自主的な食品衛生活動に取り組んでいる（社）岐阜県食品

衛生協会と連携し、食品衛生監視員、食品衛生指導員、食品衛生管理者及び食品衛生

責任者等が協力して、食品の安全確保に取り組みます。

(6) 食品衛生に係る人材の養成及び資質の向上

① 食品衛生監視員、と畜検査員、食鳥検査員等関係職員

食品事故に対して迅速かつ適切な対応ができるよう技術研修を実施し、人材の育

成や資質の向上を図ります。また、ＨＡＣＣＰシステムの導入やその手法を取り入

れた衛生管理を促進するため、専門的指導ができる職員の養成に努めます。

② 事業者

食品営業許可施設においては、食品衛生管理者又は食品衛生責任者を設置させ、

自主的な食品の衛生確保を図ります。食品の製造、加工、調理等における衛生管理

の自主的な取組みを促進するため、講習会等を通じて事業者の意識の向上を図りま

す。

２ 監視指導

(1) 法及び条例に基づく営業許可施設に対する監視指導

取り扱う食品の種類や営業の特性、規模等により危害度分類を行い、食品営業施設

を表１「食品営業施設の危害度分類」のとおり、レベル１～４に分類します。

特に危害度の高い施設を中心に、必要に応じて収去検査や施設の拭き取り検査を行

い、監視強化に努め、食品事故の発生を防止します。

また、食中毒の発生しやすい気象状況となる夏期や大量の食品が流通する年末には、

食品による事故や違反が懸念されます。この時期に、食品営業施設に対し一斉立入検

査を行い、食品の衛生的な取扱い、添加物の適正使用、食品及び添加物の適正表示等

について重点的な監視指導及び食品の検査を実施します。

＜主な監視項目＞

・法及び条例に基づく施設基準、管理運営基準に適合することの確認及び指導

・製造、加工、販売する食品等が規格基準、表示基準等に適合することの確認及び

指導

・仕入元、出荷、販売先等に関する記録の作成、保存の指導及び確認
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表１ 営業許可施設の危害度分類

危害度 業 種 危害度レベルの解説等

・飲食店営業 ○ 食中毒等の食品事故の発生時に大規模事故となる可
（仕出し・弁当で1000食以上の調理施設、ホ 能性が高い業種

テル・旅館で収容人数100名以上の施設） ○ 食中毒等の食品事故の過去の発生頻度等から、危害
・菓子製造業（広域流通食品製造施設） 度が、特に高いと考えられる食品を製造する業種
・アイスクリーム製造業（ｿﾌﾄｸﾘｰﾑを除く) ○ 総合衛生管理製造過程承認制度の対象食品を製造す
・乳処理業 る業種（乳・乳製品、食肉製品、魚肉ねり製品、清涼

レベル１ ・乳製品製造業 飲料水）
・食肉製品製造業 ○ 広域に流通する食品を製造する業種
・魚肉ねり製品製造業 ○ 施設の構造が複雑であり、特に衛生管理に注意を要
・食品の冷凍又は冷蔵業 する業種

（広域流通食品製造施設） ○ 食品の製造工程が複雑であり、特に衛生管理に注意
・清涼飲料水製造業 を要する業種
・乳酸菌飲料製造業
・豆腐製造業（広域流通食品製造施設）
・めん類製造業（広域流通食品製造施設）
・そうざい製造業（広域流通食品製造施設）

・飲食店営業 ○ 食中毒等の食品事故の発生時に中規模程度の事故と
（レベル１以外の仕出し・弁当及びホテル・ なる可能性が高い業種

旅館、簡易宿所） ○ 食中毒等の食品事故の発生頻度が中程度である食品
・菓子製造業（レベル１以外の施設） を製造又は販売する業種
・あん類製造業 ○ 食品の製造工程が、比較的簡易であり管理しやすい

レベル２ ・食肉処理業 業種
・食肉販売業（細切行為等のあるもの） ○ 施設の構造が比較的単純であり管理しやすい業種
・魚介類販売業（調理行為のあるもの） ○ 食品の製造又は販売時の温度管理に注意を要する業
・食品の冷凍又は冷蔵業（冷凍食品製造施設） 種
・豆腐製造業（レベル１以外の施設）
・めん類製造業（レベル１以外の施設）
・そうざい製造業（レベル１以外の施設）
・添加物製造業

・飲食店（一般食堂、その他） ○ 食中毒等の食品事故の発生頻度が低度である食品を
・喫茶店営業（自動販売機営業を除く） 製造又は販売する業種
・アイスクリーム製造業 ○ 食品の製造工程が簡易であり管理しやすい業種

（レベル１以外の施設） ○ 施設の構造が単純であり管理しやすい業種
・食肉販売業（レベル２以外の施設）
・魚介類販売業（レベル２以外の施設）
・魚介類せり売り業
・食品の冷凍又は冷蔵業

（レベル１・２以外の施設）
レベル３ ・氷雪製造業

・食用油脂製造業
・みそ製造業
・しょうゆ製造業
・ソース製造業
・酒類製造業
・納豆製造業
・缶詰又は瓶詰食品製造業
・つけ物製造業
・こんにゃく又はところてん製造業
・弁当又はそうざい販売業

・飲食店（自動販売機営業） ○ 食中毒等の食品事故の発生がほとんどない食品を製
・喫茶店営業（自動販売機営業） 造又は販売する業種

レベル４ ・乳類販売業 ○ 食品の製造工程が簡易であり管理しやすい業種
・氷雪販売業 ○ 施設の構造が単純であり管理しやすい業種

○ 自動販売機営業

レベルＳ ・過去３年間に食品事故等の発生があった施設 ○ 食中毒原因施設
○ 食品、添加物等の規格基準違反を起こした施設
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(2) 法及び条例に基づく営業許可施設以外の食品取扱施設に対する監視指導

法及び条例に基づく営業許可施設以外の食品取扱施設の把握に努め、食品の生産か

ら流通、保管、販売に至る各段階において衛生的な取扱いが行われるよう監視指導を

行います。

特に、集団給食施設については、一度に多数の人に食事を提供することから、食中

毒等の衛生上の危害の発生が危惧されるため、重点的な監視指導を行います。

＜主な監視項目＞

・施設の衛生管理、食品の衛生的な取扱方法等に関する指導及び確認

・製造、加工、販売する食品等が規格基準、表示基準等に適合することの確認及び

指導

・仕入元、出荷、販売先等に関する記録の作成、保存の指導及び確認

・集団給食施設については、「大量調理施設衛生管理マニュアル」又は「中小規模

調理施設における衛生管理の徹底について」（平成９年６月３０日衛食第２０１

号）に基づく指導

(3) と畜場、食鳥処理場に対する監視指導

食肉の安全性を確保するため、と畜検査、食鳥検査を実施するとともに、と畜場及

び食鳥処理場の施設や取扱器具類の衛生管理、食肉及び食鳥処理工程における衛生管

理について監視指導を行います。

＜主な監視項目＞

・「と畜場法」及び「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律」に基づく

施設基準、措置基準等に適合することの確認及び指導

・一般的衛生管理事項の実施状況の確認及び指導

(4) 違反発見時の対応

法又は条例違反を発見した場合は、その場において改善指導を行うとともに、違反

が軽微であって直ちに改善が図られるもの以外は書面による改善指導を行います。

３ 試験検査

(1) 食品検査

県内に流通する食品の成分規格、添加物、動物用医薬品等について検査を実施し、

安全性を確認します。

また、輸入食品は、厚生労働省が輸入時に検査を実施していますが、農薬や動物用

医薬品等の残留が問題となっていることから、県内で販売される食品について独自検

査を実施します。
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(2) と畜検査及び食鳥検査

と畜場で処理される全ての家畜及び年間３０万羽を越える処理を行う食鳥処理場で

処理される全ての家禽の検査を実施し、食用に適することを確認します。

また、全ての牛について、ＢＳＥスクリーニング検査を実施します。

(3) 試験検査体制の充実・強化

保健所、食肉衛生検査所、保健環境研究所において、食品衛生に関する試験検査設

備の充実を図ります。

検査担当者の研修、訓練に努め、検査技術の向上を図るとともに、業務管理基準（Ｇ

ＬＰ）に従い、外部精度管理や内部点検を行い、検査の信頼性確保に努めます。

４ 違反事実の公表

食品衛生上の危害の状況を明らかにし、危害の拡大防止及び再発防止を図るため、

法（又は条例）違反であって、次に該当する場合は、営業者の氏名、営業所所在地及

び対象食品等を速やかに公表します。

(1) 食中毒等の食品事故の原因施設に対し営業の停止若しくは禁止又は許可の取り

消しの行政処分を行った場合

(2) 食品等の収去検査等により、法違反を発見し、食品の回収、廃棄等の行政処分

を行った場合

５ 食品等事業者の自主的衛生管理

(1) 自主検査及び記録の作成・保存

食品等事業者の責務である食品に関する知識及び技術の習得、自主検査の実施を

促進します。

また、食中毒等の食品事故発生時における原因究明・被害拡大防止に活用できる

よう、食品製造や販売に関する記録の作成・保存の必要性について食品等事業者の

理解を深め、適切に記録の作成・保存が行われるよう自主管理を促進します。

(2) ＨＡＣＣＰ導入の推進

ＨＡＣＣＰの概念を取り入れた衛生管理により、安全な食品の製造を行うよう食

品営業施設に対し積極的な助言・指導に取り組みます。

法に基づく総合衛生管理製造過程承認制度の対象業種で、厚生労働大臣の承認取

得を希望する施設に対して助言、指導を行い、承認取得を推進します。

また、既存の承認施設については、定期的な監視指導により衛生管理の徹底を図

ります。

(3) 食品衛生指導員活動の推進

（社）岐阜県食品衛生協会が実施する食品営業施設への巡回指導について、保健

所が行う監視指導との整合を図りながら食品衛生指導員への技術的な助言指導を行
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うなど、食品衛生指導員活動を支援していきます。

また、食品衛生責任者を対象とする衛生講習会を開催して、施設における衛生レ

ベルの向上を図り、食品による事故等の防止に努めます。

６ 健康危機管理体制の整備

食中毒など食品の安全性に関わる危機管理事案の発生に備えて、速やかな情報収

集と、情報提供の体制を整備します。

(1) 食中毒が発生しやすい季節には、「食中毒警報発令運営要領」に基づき、食中

毒警報を発令し、注意喚起を行うとともに、あわせて食品衛生に対する意識の高

揚を図ります。

(2) 食品の自主回収や食中毒警報の発令等の緊急情報については、その情報を電子

メールで事業者に迅速に提供（食品緊急情報メール）します。

(3)「食品安全連絡会議」を開催し、食品関係事業者と行政の間の情報共有や健康

危機管理事案の未然防止対策を図ります。

(4) 食品等事業者に対して、食品等による消費者の健康被害等に関する情報を速や

かに保健所に報告するよう周知徹底を図ります。

７ リスクコミュニケーション（消費者等への普及啓発と関係者間の意見交換等）

消費者に対して食品衛生や食品安全に関する知識の普及や情報提供を行い、家庭で

の食中毒等の食品に起因する健康被害の発生防止に努めます。

また、県民の食品に対する安心感の向上を図るため、食品の安全性について消費者、

事業者、行政が率直に意見を交換し、相互の信頼関係が醸成できるようリスクコミュ

ニケーションの実施に努めます。

(1) リスクコミュニケーションの機会を積極的に創出します。

(2) 全ての関係者が食品の安全性に関する情報を共有するため、多様な媒体・機会を

活用して積極的な情報提供に努めます。

(3) 食品の安全性に対する意見を幅広く聴取するために設置した食品安全対策モニタ

ーの活動を促進します。

(4) 各種モニター（食品安全対策モニター、消費者サポーター、食品表示ウォッチャ

ー及び県政モニター）への意識調査等により、県民の意見、要望を的確に把握しま

す。

(5) 「食の安全相談窓口」を活用し、随時、消費者及び事業者の相談に対応します。
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第３章 平成２２年度の重点的な取組み

１ 監視指導

食品による事故防止等のため、従来から食品営業施設、給食施設に対する監視指導、

食品の表示検査等を実施しています。平成２２年度は、特に次の施設及び事項を重点と

して監視指導を行います。

(1) 重点監視施設

① 食品営業許可施設に対する監視指導

食品営業許可施設をＰ７の表１「営業許可施設の危害度分類」における危害度の

レベル別に監視目標を表２のとおりとし、特に「レベル１」を重点的に監視指導し

ます。また、「レベル１」以外の施設において、過去３年間に食品事故等の発生があ

った施設については「レベルＳ」として、「レベル１」と同様に重点的な監視指導を

行います。

表２ レベル別監視目標
レベル 主 な 業 種 監 視 方 法 施設数※ 目標回数

（2１.3.31現在） （回／年）
飲食店営業（仕出し・弁 施設に立入り、法に基づ
当で１０００食以上の調 く監視指導を実施すると
理施設、ホテル・旅館で ともに、製造工程の詳細
収容人数１００名以上の な調査、製品の収去検査、

１ 施設）、乳処理業、広域 施設の拭き取り検査（簡 692 2
流通食品製造施設 等 易検査を含む）等を行い、

科学的データに基づき重
点的な指導を実施しま
す。

飲食店営業（レベル１以 施設に立入り、法に基づ
外の仕出し・弁当及びホ く監視指導を実施すると

２ テル・旅館、簡易宿所）、 ともに、必要に応じて製 7,383 1
食肉販売業（細切行為等 品の収去検査等を行い、
のあるもの）、添加物製 指導を実施します。
造業 等
飲食店（一般食堂、その 食品営業許可の継続時の
他）、缶詰又は瓶詰食品 立入検査のほか、必要に

３ 製造業、食肉販売業（レ 応じて指導を行います。 18,946 0.5
ベル２以外の施設）、つ
け物製造業、弁当又はそ
うざい販売業等
飲食店（自動販売機営 食品営業許可の継続時の

４ 業）、喫茶店営業（自動 立入検査時に指導を行い 9,100 0.2
販売機営業）、乳類販売 ます。
業、氷雪販売業
過去３年間に食品事故等 業種を問わず「レベル１」

S の発生があった施設 と同様に重点的に監視指 43 2
導します。

※ 計画の実施時には、H22.3.31現在の施設数に置き換えて運用します。
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② 広域流通食品製造施設の監視指導

広域に流通する食品は、ひとたび事故が発生すると大規模化し、社会的な影響

も大きいことから、こうした食品製造施設の監視指導を強化します。

対象施設数 ５２５施設

※ 計画の実施時には、H22.3.31現在の施設数に置き換えて運用します。

③ 集団給食施設に対する監視指導

集団給食施設の規模及び種別に応じて、表３のとおり監視指導を行います。

また、各施設における施設管理者及び調理従事者等による自主点検の実施及びそ

の記録の保管について指導します。

表３ 集団給食施設の監視目標

区 分 種 別 目標回数（回／年）

大量調理施設 全施設 ２

（１回３００食以上又は１日７５０食以上を提供する施設）

学 校 １

中小調理施設（上記以外の施設） 病 院 １

その他 ０．５

(2) 重点監視事項

① 衛生管理マニュアルの整備等に対する指導

広域流通食品製造施設を中心に、衛生管理マニュアルの整備等について助言する

とともに、科学的根拠に基づく期限表示の設定、適正な原材料の使用、製造販売等

に係る各種記録の作成・保管などについて重点的な指導を行います。

② 統一的な食品表示指導

食品表示について統一的で効率的な指導を行うため、年に２回設定している食

品表示適正化強化月間を中心に、年間を通じて「食品衛生法」、「農林物資の規格化

及び品質表示の適正化に関する法律（ＪＡＳ法）」、「不当景品類及び不当表示防止

法（景品表示法）」など食品表示規制を所管する現地機関、担当者が合同で監視を

実施します。

合同監視目標 ５００件

③ 輸入加工食品に係る添加物の不適正使用の排除

輸入食品について、収去検査により国内で使用が認められていない添加物の使用

の有無を確認し、違反食品を排除します。

また、国内で使用が認められている添加物については使用基準に適合しているか

確認し、適正な表示について輸入業者等に対し指導を行います。
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④ アレルギー物質表示の適正化

県内の食品製造施設を対象に、使用原材料及び製造工程等の詳細を立入調査し、

小麦、そば等のアレルギー物質の適正な管理、表示方法について指導を行い、アレ

ルギー物質表示の適正化を図ります。

目標立入施設数 ２００施設

⑤ 健康食品に対する指導

いわゆる健康食品として製造販売される食品について、その製造施設の把握を行

い、原材料や製造工程を確認し、衛生的な取扱いと適切な表示について指導します。

また、錠剤、カプセル状等の成分が濃縮された形状の食品については、「錠剤、

カプセル状等食品の原材料の安全性に関する自主点検ガイドライン」に基づく安全

性の確認を行うよう製造者の指導を行います。

なお、医薬品と判断される原材料の使用や効能効果の表示など薬事法違反の恐れ

があるものや、栄養成分表示に関する不適事項などについては、関係課で連携の上、

統一的な指導を実施します。

⑥ 牛海綿状脳症（BSE）に関する衛生指導

牛肉の安全性を確保するため、と畜場において特定部位（頭部（舌及び頬肉を除

く。）、せき髄及び回腸（盲腸との接続部分から２ｍまでの部分に限る。））の適切な

除去について、監視指導を行います。

⑦ 食肉の取扱いに関する監視指導

近年、カンピロバクター及び腸管出血性大腸菌Ｏ１５７による食中毒が多発して

います。

これらの菌は、一般に牛、豚、鶏などの動物に由来することから、食中毒を防止

するためには、食肉や食鳥肉の衛生管理が非常に重要となります。

と畜場、食鳥処理場、食肉処理施設及び焼肉店等の飲食店等における食肉の取り

扱いについて、適切な衛生管理を指導します。

２ 試験検査

検査対象食品については、県内で製造、流通する食品を対象とし、特に輸入食品を重

点に実施します。平成２２年度は次の項目を重点検査項目として取り組みます。

(1) 残留農薬及び動物用医薬品検査

残留農薬及び動物用医薬品の検査について表４のとおり実施します。

検査対象農薬及び動物用医薬品の検査については、全国の違反事例及び検出事例、

使用実態等の状況を参考にして選択し、効率的な検査を実施します。



- 12 -

表４ 残留農薬等検査

検査数
区 分 検 査 内 容 検査実施機関

(うち輸入食品)

県内を流通する野菜、果実等 １５５（８０）
農 薬

を検査する。 延べ28,500項目

抗生物質・
畜水産物を検査する。 ３８（１６）

合成抗菌剤

米のカドミウム汚染実態を継

重金属 続的に監視するため、地域を ３ 保健環境研究所

指定して検査する。

ＰＣＢの汚染実態を監視する

ＰＣＢ ため畜水産物（淡水魚、牛肉 ２

等）の検査する。

リステリア菌 輸入チーズ等を検査する。 ５（５）

アフラトキシン 輸入ナッツ等を検査する。 ５（５）

抗生物質・
国産及び輸入食肉を検査する。 ２３０（３５）

合成抗菌剤 食肉衛生検査所

内寄生虫駆除剤 国産及び輸入食肉を検査する。 ６０（２０）

ホルモン剤 輸入食肉を検査する。 １０（１０）

(2) 輸入加工食品の残留農薬の検査

県内に流通する輸入加工食品について、残留農薬検査を実施し、その安全性を確認

することにより消費者の不安感の解消を図ります。

表５ 輸入加工食品の残留農薬検査

区 分 検 査 内 容 検査数 検査実施機関

県内に流通する輸入加工食品 登録検査機関
農 薬 ５０

を対象に検査する。 （委託）

(3) 遺伝子組換え食品検査

国内で承認されている遺伝子組換え食品及び未承認の遺伝子組換え食品について検

査を実施し、未承認食品の排除と承認された遺伝子組換え食品について適正表示を指

導します。

表６ 遺伝子組換え食品検査

区 分 検 査 内 容 検査数 検査実施機関

大豆、とうもろこし加工品等
組換え遺伝子 ３０ 保健環境研究所

を対象に検査する。
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(4) アレルギー物質検査

食品製造施設に立入し、使用原材料の確認を行うとともに、製品のアレルギー物質

の検査を実施し、コンタミネーション（意図しない混入）対策について指導します。

表７ アレルギー物質検査

区 分 検 査 内 容 検査数 検査実施機関

表示義務のあるアレルギー物
アレルギー物質 ３０ 保健環境研究所

質について検査する。

(5) 食品添加物検査

県内に流通する食品について収去検査を実施し、添加物の使用実態を把握するとと

もに、関係事業者に対して添加物の適正な使用及び表示方法を指導することにより違

反食品の一掃を図ります。

表８ 食品添加物検査

項 目 検査数 検査実施機関

保存料・着色料、甘味料等 ４３０ 保健環境研究所及び保健所

(6) メラミン検査

平成２０年度に、輸入食品からメラミンが検出される事例が相次いだことから、昨

年度に引き続き、県内に流通する輸入加工食品について、メラミン検査を実施し、そ

の安全性を確認することにより消費者の不安感の解消を図ります。

表９ 加工食品のメラミン検査

区 分 検 査 内 容 検査数 検査実施機関

県内に流通する輸入加工食品
メラミン ２０ 登録検査機関（委託）

を対象に検査する。

(7) 牛乳及び加工乳の成分規格検査

学校給食をはじめとして、毎日飲用されることが多い牛乳及び加工乳について、県

内の全ての乳処理施設で製造される製品を対象に、成分規格検査（細菌数、大腸菌群、

無脂乳固形分、乳脂肪分、比重、酸度）を実施します。

表１０ 牛乳及び加工乳の成分規格検査

区 分 検査数 検査実施機関

成 分 規 格 検 査 ２００ 保 健 所

(8) 給食及び弁当類の細菌検査

学校、病院をはじめとした給食施設で調理された食品及び大量に製造販売される弁

当類について、「弁当及びそうざいの衛生規範」に基づいた細菌検査を実施します。
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(9) 牛海綿状脳症（ＢＳＥ）スクリーニング検査

平成１３年１０月から全国一斉に、と畜場に搬入される全ての牛についてＢＳＥ

スクリーニング検査が開始されました。平成１７年８月１日から、法的なスクリーニ

ング検査の対象が２１ヶ月齢以上の牛に引き上げられ、平成２０年８月からは、２０

ヶ月齢以下の牛のスクリーニング検査が国庫補助の対象外となりましたが、県民の不

安を解消する観点から引き続き全頭検査を実施します。

なお、検査の結果については、ホームページに毎月公表します。

３ 食品等事業者の自主衛生管理の促進

食品等事業者に対し、食品の衛生的取扱い、手洗い、温度管理、健康管理など食品衛

生に関する知識や技術の向上を図り、食品の安全性確保について普及啓発に努めます。

(1) 「営業の施設の内外で公衆衛生上講ずべき措置に関する基準（管理運営基準）」の

遵守の徹底

平成１９年１０月、岐阜県食品衛生法施行条例において定められている「営業の

施設の内外で公衆衛生上講ずべき措置に関する基準（管理運営基準）」が大幅に改

正されました。この管理運営基準の遵守について徹底を図るため、詳細かつ具体的

な施設の衛生管理事項について、より高度な衛生管理が求められる「レベル１」に

分類される施設に対し研修会を開催します。

【営業の施設の内外で公衆衛生上講ずべき措置に関する基準（管理運営基準）】

管理運営基準とは、食品衛生法に基づいて各都道府県等が条例で定めている食品関係の営

業施設における衛生管理に関する基準のことをいいます。施設の清掃等の維持管理、機械器

具等の衛生管理、食品の取扱方法、廃棄物の処理、従事者の健康管理等について規定されて

おり、食品を取扱う営業者には、この基準を遵守する義務が課せられています。

岐阜県食品衛生法施行条例では、１６区分８３項目の基準を定めています。

(2) 適正な表示の徹底

近年、賞味期限の改ざん、製造日の偽装など食品製造業者による食品の偽装表示が

全国的に問題となったことから、適正な表示の徹底を図るため、食品製造業者を対象

に、「食品衛生法」、「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（ＪＡＳ

法）」、「健康増進法」、「薬事法」、「不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）」な

どの食品表示の関係法令を網羅した食品表示総合講習会を開催します。
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(3) 食中毒防止対策

昨年、全国で患者数が最も多かったノロウイルスによる食中毒の防止対策として、

調理前等の手洗いの励行や調理従事者の健康状態の把握等の汚染防止対策について、

啓発に努めます。

特に、いったん食中毒が発生すると社会的影響が大きく、大規模化するおそれがあ

る集団給食施設に対し衛生講習会を開催します。

(4) ＨＡＣＣＰ導入の推進

食品事業者の自主的な衛生管理を推進するため、ＨＡＣＣＰの概念を取り入れた管

理手法の導入について、積極的な助言・指導を実施します。

また、食品等事業者を対象に、ＨＡＣＣＰ普及推進大会を開催し、積極的にＨＡＣ

ＣＰの導入を図っている施設を優良施設として表彰するとともに、ＨＡＣＣＰに関す

る講演、被表彰施設による取組事例紹介等を行い、食品等事業者の取組み意欲とＨＡ

ＣＣＰに関する知識の向上を図ります。

５ リスクコミュニケーション（消費者等への普及啓発と関係者間の意見交換等）の推進

(1) 食品の安全・安心シンポジウムの開催

県民の食の安全に対する知識の向上と理解を深めるため、消費者等を対象としてシ

ンポジウムを開催します。

(2) 県民との意見交換会の開催

県の食品安全対策の取組みについて、県民と意見や情報の交換を行います。

(3) 体験型リスクコミュニケーション（食品安全セミナー）の実施

消費者を対象に食品安全セミナーを開催します。セミナーでは、食品表示、残留農

薬や食品添加物等の食品の安全性に関する課題について情報提供するとともに、県内

の食品製造施設や減農薬等に積極的に取り組んでいる生産地の視察、意見交換等を行

って、消費者と生産者の相互理解を図ります。

(4) 出前講座『食品の安全 知っ得講座』の開催

比較的少人数のグループを対象として、参加者の希望の日時、場所に職員を派遣し、

食品の安全について情報提供や意見交換を行う出前講座を実施します。

(5) 県民意識調査の実施

県民の視点に立った施策を推進するため、食品の安全性について、各種モニター（食

品安全対策モニター、消費者サポーター、食品表示ウォッチャー及び県政モニター）

を対象にした意識調査（アンケート）を実施します。
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(6) 食肉の生食の危険性についての普及啓発

近年、未加熱又は加熱不十分な食肉の摂食による食中毒が多発しており、昨年、調

味液の浸透、結着等の加工処理を行った食肉による腸管出血性大腸菌Ｏ１５７による

食中毒が、全国各地で発生しました。消費者に対し、食肉の生食の危険性、加熱の重

要性について周知徹底を図ります。

(7) 食品安全相談員の設置

消費者の食品の安全性に対する不安感や不信感を解消するため、食品衛生に関す

る専門的な知識や経験を有する相談員（食品安全相談員）を県民生活相談センター及

び県下５保健所に設置し、消費者や食品関連事業者からの相談に適切に対応します。


